
岡本 直之 氏
財務省　大臣官房審議官

新 潟 県 立 大 学 主 催 　 講 演 討 論 会

後援：新潟経済同友会

万代市民会館多目的ホール６F
（新潟市中央区東万代９番１号）

猪口　 孝
新潟県立大学　学長

義本 博司

野口 一則
（株式会社シアンス　代表取締役社長）

木山 　光
（木山産業株式会社　代表取締役社長）

問い合せ
申込み先

参加費
無料

日 時

開 場

パネリスト

新潟県立大学 国際交流課
〒950-8680 新潟市東区海老ケ瀬471番地
電　話：025-368-8373　ＦＡＸ：025-364-3610　Eメール：event@unii.ac.jp

　新潟は明治維新後、日露戦争まで納税

額で全国第一位でしたが、その後、静かに

その力を減退させていきました。21世紀に入

り、グローバル化、デジタル化が全世界に

進展し、新潟および全国の地方において農

業、製造業、鉱物・エネルギー資源業、サー

ビス業のいずれにおいても、世界的にみて

特筆すべきものが次第に減退してきました。

現在の新潟は消費額が落ち込み、起業数

が全国でも（沖縄を除いて）最下位になっ

ています。

　新潟県立大学は７年前に開設して以来、

「立派な大学」をつくるという決心の下、グ

ローバル化で生き残るために必要な高知識、

高技能、高感性を身につけられるようにと鋭

意奮闘してきました。日本のどこから志望し

ても、世界のどこから志望しても、何らかの

魅力があり、そして卒業したらいい仕事をみ

つけられるように、社会に恩返しができたら

と思ってまいりました。その結果、新潟県立

大学は昔の小学校の通信簿風にいえば、良、

これからの目標は、優、とするに至りました。

　本講演討論会では、500年前、100年前

を思い起こし、どうしたら新潟は再興できる

か、どのようなアイデアでどのようなイノベー

ションを湧き起こしたらよいかを、各講師の

方々が具体的な経験をもとに得意とされてい

る分野でお話しいただきます。それと共に、

「越後再興」について有益なご提案をいただ

きます。更に会場の参加者の方々からもご

意見をいただき、パネリストの方 と々の意見

交換・共有を図ります。

越後再興

2016年9月16日金

藤井 大介 氏
フジイコーポレーション株式会社
代表取締役社長

地場企業としての事業活動と
地域社会との関わり

アベノミクス
～成長戦略の課題～

司 会

講 演

文部科学省　大臣官房審議官
内閣官房日本経済再生総合事務局次長（ ）



Program「越後再興」

Access

13：00～13：45

（敬称略）
司会：猪口 　孝 （新潟県立大学　学長）

講演：岡本 直之 （財務省　大臣官房審議官）

講演：藤井 大介 

13：55～14：45

パネリスト（敬称略）
義本 博司 

野口 一則 （株式会社シアンス　代表取締役社長）

木山 　光 （木山産業株式会社　代表取締役社長）

14：45～15：30

参加者との意見交換

下の表に必要事項を記入し、
そのまま新潟県立大学国際交流課宛にFAX送信してください。

※ご記入いただいた個人情報は、講演討論会申し込み受付処理の目的のみに利用します。

新 潟 市 万 代 市 民 会 館  周 辺 案 内 図

講 演 討 論 会 　 申 込 書

FAX 新潟県立大学国際交流課宛（FAX：025-364-3610）
FAX受付後、定員超過の場合のみ、折り返しご連絡します。

※会場には駐車場はございませんので公共交通機関等をご利用ください。やむを得ず車でお越しの際は周辺の有料駐車場をご利用ください。

交通案内
電車の場合
◆JR新潟駅万代口から
　徒歩７分
バスの場合
◆西新潟方面からは
　「駅前通」下車
◆沼垂・山の下方面からは
　「万代町」下車
◆木戸・石山方面からは
　「明石１丁目」下車
★いずれもバス停から
　徒歩約２分JR新潟駅 駐車場 バス停 一方通行

凡　例（万代口）
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参加希望者
ふりがな

電　　話

Ｅメール

〒　　　－

お 名 前

ご 住 所

Profile
岡本 直之 氏 （財務省　大臣官房審議官）
1985年大蔵省入省。塩来税務署長、横浜市財政課長、
大蔵省関税局・理財局課長補佐、JETROチューリッヒ
事務所長、長野県企画参事等を経て、2010年内閣官房
内閣参事官、2013年財務省大臣官房審議官（理財局
担当）、2014年内閣官房改革審議官兼内閣官房日本
経済再生総合事務局長を務め、2016年６月より現職。

藤井 大介 氏
 （フジイコーポレーション株式会社　代表取締役社長）
1983年　慶応義塾大学大学院経営管理研究科（ＭＢＡ）修了
1983年　海外経済協力基金入社、総務部業務課配属
　　　　アフリカ・中南米向け経済協力円借款業務に従事
1983年　フジイコーポレーション㈱代表取締役社長就任

猪口 　孝 氏 （新潟県立大学　学長）
東京大学卒、マサチューセッツエ科大学大学院政治博
士号取得。国連大学上級副学長、東京大学教授、中央
大学教授を経て2009年より現職（新潟県立大学学長
兼理事長）。アジア全域の生活の質を29力国において
実施した世論調査「アジア・バロメーター」指導者。
Asian Journal of Comparative Politics（SAGE 
Publications）編集長であり、近著『アジアの幸福度』
を含め、政治学や国際関係論の著書150冊刊行。

講演

講演

司会

パネリスト ・義本 博司

・野口 一則（株式会社シアンス　代表取締役社長）

・木山 　光（木山産業株式会社　代表取締役社長）

文部科学省　大臣官房審議官
内閣官房日本経済再生総合事務局次長（ ）

文部科学省　大臣官房審議官
内閣官房日本経済再生総合事務局次長（ ）

フジイコーポレーション株式会社
代表取締役社長（ ）
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